
　　　特定事業主名：守口市門真市消防組合

　　　１ 職員の男女の給与の額の差異（令和7年度）

　　　(1) 全職員に係る情報

職員区分
男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）

任期の定めのない常勤職員 95.6%

任期の定めのない常勤職員以外の職員 ー

全職員 95.6%

　　　(2) 「任期の定めのない常勤職員以外の職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報

　　　ア　役職段階別

役職段階
男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）

部署長・次長相当職 ー

課長相当職 ー

課長補佐相当職 ー

係長相当職 97.0%

　　　イ　勤続年数別　　＊採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。

勤続年数
男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合）

３６年以上 ー

３１～３５年 ー

３６～３０年 ー

２１～２５年 91.7%

１６～２０年 ー

１１～１５年 ー

６～１０年 ー

１～５年 97.9%

　　　【説明欄】

・本消防組合において、性別を理由とした給与の差はありません。

・女性職員がいない区分欄については、【ー】で表示しています。

・勤続年数別について、毎日勤務者は、交替制勤務者と比較し各種手当の支給額が低い傾向にあるた

め、女性職員のうち毎日勤務者の割合が高い「21～25年」では、給与水準が低くなっています。「１

～５年」では、女性職員２名のうち１名が１年目の職員であるため給与水準が低くなっています。

　　　　＊　地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で

定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。

守口市門真市消防組合特定事業主行動計画実施状況

・全職員に対する女性職員の割合は1.4％(347人中5人）であり、女性職員数が少ないことから、一人当

たりの勤務形態や役職、勤続年数等の影響を受けやすい状況にあります。

・男女の給与差異は、主に交替制勤務に伴う特殊勤務手当、時間外勤務手当等の各種手当の支給額や、

毎日勤務・交替制勤務の勤務形態の違いによるものであり、性別による処遇の差ではありません。

・役職段階別（係長相当職）について、女性職員２名のうち毎日勤務者が１名、交替制勤務者が１名で

す。毎日勤務者は、交替制勤務者と比較し各種手当の支給額が低い傾向にあるため、係長相当職の給与

水準が低くなっています。

 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律及び次世代育成支援対策推進法に基づき、本消防組合の行動計

画実施状況について、公表します。

　　　《職業生活における機会の提供に関する実績》



２ 全職員及び管理職に占める女性職員の割合・各役職段階に占める女性職員の割合

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

1 - 1 - 1 - 1 

2 - 2 - 2 - 2 

6 - 7 - 6 - 7 

2 - 2 - 3 - 2 

9 - 10 - 11 - 9 

22 - 20 - 22 - 25 

43 2 41 2 40 2 41 2 

240 3 251 3 257 3 260 4 

325 5 334 5 342 5 347 6 

（進捗状況及び取組実績）

3 採用した職員に占める女性職員の割合

4 採用試験の受験者の総数に占める女性の割合

（進捗状況及び取組実績）

《職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績》

1 離職率（令和７年度）

20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59

1.8% 342 2      - 1      - 1      -      -      2      

0.0% 5 -      -      - -      -      -      -      -      

1.7% 347 2      -      1      -      1      -      -      2      

・本消防組合における女性職員数は、令和７年４月１日時点で５名であり、全職員に占める割合は

1.4％と低い状況にあり、前計画で掲げる目標の５％を達成できていない状況です。

　また、職員採用試験に係る女性受験者についても、受験者数及び受験者に占める女性の割合は

年々増加傾向とはなっているものの、前計画に掲げる目標の10％を達成できていない状況です。

　消防職は、体力的に厳しい業務であるというイメージや、女性職員が少ない職場環境に対する不安

などにより、女性が志望しにくい状況があると考えます。

　このため、女性職員の活躍状況の発信や職場環境の整備を進め、女性が安心して働くことができる

職場であることを積極的に周知していく必要があります。

女性職員 14年0月

全体 15年0月

平均勤続年数 離職率 職員数

男性職員 15年0月

187名

女性受験者の割合 10% 1.7% 3.1% 3.8% 4.3%

受験者数

77名

計

179名

女性 1名 2名 3名 8名

男性 59名 63名

60名 65名 80名

6.7%

採用人員

13名

目標（Ｒ８年度） Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

男性 10名 14名

18名 15名

女性採用者の割合 9.1% 0.0% 0.0% 5.6%

女性 1名 0名 0名 1名 1名

計 11名 14名 13名

-0.1%

・ 令和7年度につきましては、女性職員が１名昇任試験（一般職）を受験し昇任しました。次年度も

受験資格がある女性職員に対して、受験意欲を醸成させ、積極的に受験を促します。

Ｒ4年度

14名

Ｒ8年度

1.5% 1.4% 1.7% 0.2%

17名

2.4% 2.3% 2.2%

Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

女性職員の割合 5.0% 1.5%

女性管理職の割合 2%～4% 2.3%

次　長

署長・本部課長

副署長級

署課長級

課長補佐級

係長級

その他

計

離職者の年代別人数

補職別内訳
目標（Ｒ13年度） Ｒ5年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 伸び率

（Ｒ5-R8年度）

消防長



2 男女別の育児休業取得率

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

55    1      64    - 34    - 15    -

7      1      17    - 10    - 12    -

85% 100% 12.7% 100% 26.6% 0% 29.4% 0.0% 80.0% 0.0%

（進捗状況及び取組実績）

3 男性職員の配偶者出産休暇（１子３日、２子以降５日）取得率

１子 ２子以降 １子 ２子以降 １子 ２子以降 １子 ２子以降 １子 ２子以降

8 27 14 15 17 17 5 10

7 27 14 14 15 17 5 10

87.5% 100.0% 100.0% 93.3% 88.2% 100.0% 100.0% 100.0%

24 135 42 75 51 85 15 50

19 132 42 70 45 79 15 50

79.2% 97.8% 100.0% 93.3% 88.2% 92.9% 100.0% 100.0%

（進捗状況及び取組実績）

4 超過勤務の状況（令和７年度）

月45時間 年360時間 本部 本部外 本部 本部外

ー 43名 44名 -      -      -      -      

１名 84名 174名 1      -      -      -      

１名 127名 218名 1      -      -      -      

（進捗状況及び取組実績）

5 年次有給休暇の取得日数の状況（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

目標

取得日数 割合

1.5%

0.7%

0.9%

（進捗状況及び取組実績）

・ 令和７年度は、平均年次有給休暇取得日数が14.6日となり、目標である13日を達成しました。一

方で、取得日数が５日未満の人数は、３名見受けられたことから、所属ごとの取得状況を把握し、取

得促進の説明や周知等を実施し全職員が目標達成できるよう目指します。また、年次休暇の取得促

進は、家族との時間を確保し、職員の健康維持や福祉の向上を図る観点から、事務の簡素化等によ

り無駄をなくし取得しやすい環境づくりに努めます。

274名 10,311日 4,056日 14.8日 2名

全体 342名 13,003日 5,002日 14.6日

取得日数が5日未満の割合

人数

1名

3名

毎日勤務職員
１３日

68名 2,692日 946日 13.9日

交替制勤務職員

全体 4.4時間 5.0時間

・ 令和７年度の超過勤務につきましては、一人当たりの平均超過勤務時間は前年度と同程度で推

移しました。各所属の業務の偏りがないように全職員が目標達成できるよう組織全体で引き続き簡素

合理化及び仕事の効率化を進めます。

職員数 付与日数 取得日数 平均取得日数

年３６０時間

本部勤務職員 本部外勤務職員

管理職員 2.5時間 2.5時間

管理職員以外 5.3時間 5.3時間

取得率 100%

・ 配偶者出産休暇につきましては、全ての対象職員が取得しており、日数の取得率も100%に達しまし

た。今後も、全職員が全日数を取得できるよう引き続き取り組んでいきます。

目標（Ｒ６年度） 一人当たり一月当たりの 上限を超えて勤務した職員数

上限時間 平均超過勤務時間 月４５時間

配偶者出産休暇対象者数

配偶者出産休暇取得者数

取得率 100%

配偶者出産休暇日数

配偶者出産休暇取得日数

取得率

目標（Ｒ７年度） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

・ 令和７年度の男性職員の育児休業取得率は80.0％となり、前年度と比較して大幅に向上し、目

標である85％に近い水準となりました。女性職員については対象者がいませんでした。引き続き、育児

休業制度の周知及び取得しやすい職場環境の整備を進め、育児と仕事を両立しやすい職場づくりに

取り組んでいきます。

Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ７年度

育児休業対象者数

育児休業取得者数

目標（Ｒ８年度）
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